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Ⅰ　はじめに

　発達障害のある児童に対する支援は，平成

19年に特別支援教育が制度として位置付けら

れ，その対象となってから急速に展開された。

例えば，平成18年には，発達障害のある児童

が通級指導教室の対象として法的に定められ

たが，その時点における発達障害のある児童

の小学校通級指導教室在籍者数は，6,228名

であった（文部科学省2006）。それが平成25

年度には28,570名になり，4.58倍の伸び率に

なった（文部科学省2013）。この数は，現在

も右肩上がりの状況が続いている。また，学

校教育上の発達障害児の支援の場は，通級指

導教室の他にも，公立小学校，公立小学校に

ある特別支援学級と特別支援学校にもある。

福祉の場では，全国の発達障害支援センター，

児童相談所，放課後等デイサービスなどであ

る。医療の場では，大学の附属病院やクリニ

ックなどがある。その他にも，NPO法人に

よる支援施設や私塾などがあり，我が国にお

いては，さまざま領域で発達障害児の支援が

実施されるようになった。

　このような支援の場が拡充される中で，大

学の研究者あるいは大学自体が発達障害児へ

の支援に取り組んでいるという報告が散見さ

れる。中村（2007，2008）は，小大（小学校

教員と大学生・大学教員，教育委員会）連携

による発達障害児に対する教育支援システム

の構築を目的にして，大学近隣の小学校に中

村の「ゼミ」生が直接的に学級に入り，個別

支援を実施した経緯を報告した。その中で，

この取り組みが特別支援教育の専門性を向上

させるための教員養成の機会になりえること

を示唆した。若松他（2013）は，大学の特別

支援教育実践センターが行っている発達障害

幼児・児童の学習活動グループ「土曜クラブ」

の実践の一部を紹介した。ここでの活動は，

１）北翔大学生涯スポーツ学部スポーツ教育学科

２）札幌学院大学

３）えべつ子ども支援サークル「にじのこ」
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教育相談活動の一端として位置付けられ，参

加児童と保護者の支えになり，学生の実践力

を培っていることが示された。次に，山本他

（2009）は，大学が，県・市の教育委員会と

連携し，大学生を学習支援ボラティアとして

登録させ小中学校に派遣する中で，教員の補

助となる活動が，特別支援教育に及ぼす影響

について検討した。その結果，現場からは，

教室における支援の「手と目」が増えたこと

で，教員が支援しやすくなったことや，学生

からは，「子どもの反応を理解しやすくなっ

た」などの評価が得られたと報告した。

　これらの取り組みで共通していることは，

学生が直接的に発達障害児支援にかかわって

いることである。大学での講義等を通しての

学習とは異なり，学生は発達障害児とその保

護者に対してやりとりしながら，さまざま情

報をしかもリアリティをもって学習すること

で，教育実践力を培っていると各報告は述べ

ている。さらに，中村（2007，2008）と山本

他（2009）による報告では，地域の教育委員

会もこれらの取り組みを支援しており，学生

たちは，直接小学校において支援活動をして

いる。この報告からは，学生の教育実践力を

養成するためのコミュニティベースの組織的

な取り組みが図られていると考えられ，大学

と地域との連携における代表例の一つになる

であろう。

　これらの報告における目的では，大学の教

員による学生の発達障害児における教育実践

力を養成することに主眼がおかれているの

で，取り組みの志向性そのものは，学生の実

践力向上にあると考えらえる。すなわち大学

教員は，学生の学習が効果的に展開するよう

に実践の場である小学校との連絡調整等を担

うこと（中村2007，2008，山本他2009）や，

ベテランの元小学校教員と共に教育相談活動

を通して，実践的なスキルを学生に教授する

こと（若松他2013）など，大学の講義以外で

学生の養成に間接的直接的に携わっていると

思われる。他の先行研究においても，上記３

つの報告のように，大学教員の志向性は，学

生（大学院生）の実践力養成を主目的とする

報告が多い（奥住他2008，松浦他2010，藤原

他2012）。

　しかし，大学教員が学生の教育実践力養成

を大学の講義以外に取り組むことの向きを増

やすことで，それは大学教員にとってもさま

ざまなメリットを生み出す機会を提供してく

れると考えられる。例えば，大学独自のプロ

グラムにおいて，学生の実践力養成には，子

どもとのかかわりがメインになるが，それに

加えて保護者と大学教員との連携と，保護者

と学生との連携も視野にいれた三者による連

携構築を構想することは可能であろう。また，

中村（2007，2008）の報告にあるような，教育行

政との連携で実施しているプログラムでは，

保護者のかかわりについての報告がないので，

その中に彼らが加わることで，より密度の濃

い発達障害児支援が可能になるであろう。

　大学の教員が，発達障害児支援を学生の教

育実践力養成にリンクさせて実施する場合，

それにかかわる者たちが，子どもと学生のか

かわりあるいは学生と大学教員のかかわりと

いう限定された志向性ではなく，これらに保

護者と大学教員のかかわりや保護者と学生の

かかわりなど，さらに広く志向性をもつこと

で，発達障害児支援はさまざまな機能性を持

たせることが可能になると考えられる。

　本稿では，大学における一研究室を拠点に
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した発達障害児等への支援活動に関して，こ

れまでの経過と成果をふまえつつ，今年度の

取組みについて報告する。その目的は，小規

模ながら発達障害児支援にかかわる者たち

が，相互に関係性を構築し，充実した支援を

展開させるため，支援活動の機能性に着目

し，さらに発達障害のある児童当事者のみで

なく，関わる者たち全ての自己肯定感の育成

条件を検討することにあった。

Ⅱ　本学におけるこれまでの
発達障害児支援の概要

１．支援活動の契機と経過

　そもそもの本学における発達障害児支援活

動の契機は，本学生涯学習システム学部学

習コーチング学科教授であった第二著者が，

2006年からゼミ演習の一環として江別市内の

小学校に在籍するアスペルガー症候群や高機

能自閉症あるいは知的機能が高く学校不適応

を起こしている児童，不登校の中学生等を

対象に，ムーブメント教育活動やコーチング

スキルによる発達支援を実践したことであっ

た。その支援活動は，第二著者が2011年３月

に定年退職するまで継続された。その後，本

学生涯スポーツ学部の非常勤講師として学生

指導を担うようになっても，近隣のＮ養護学

校の特別支援教育コーディネーターと江別市

内在住の発達障害のある子どもたちをもつ保

護者達数名による依頼およびゼミ担当学生の

協力で発達支援活動は実施された。

　第二著者の生涯スポーツ学部における発達

支援活動は，2011年10月から地域で子どもた

ちの成長を見守り彼らの発達を支えていくた

めのサークルである「えべつ発達障がい児支

援サークル「にじのこ」（2013年４月に「え

べつ子ども支援サークル「にじのこ」に改名）」

を対象に実施された。第二著者に支援活動の

依頼をした保護者がこのサークルを立ち上げ

た。その当時，「にじのこ」の保護者たちは，

彼らの子どもたちの友人関係に広がりが見ら

れないこと，特に放課後，自宅にて一人で過

ごしたり，保護者とのみ活動したりなどのよ

うな限定された人間関係という共通した課題

を抱えていた（米村・佐藤2013）。その支援

活動は，2014年３月に第二著者が規定により

本学を去ることになるまで，彼のゼミ生が中

心となり開始された。そして，彼の後任とし

て本学に赴任した第一著者が引き継いで今日

に至っている。

２．第二著者ゼミ時代の成果

　発達障害児支援活動の開始は，2011年の年

度途中からであった。活動内容は，小林・大

橋（2010）等によるムーブメント教育が主た

るモデルとして採用され，それがゼミの学生

たちに継承されてきた。2011年度から2013年

度の主な活動内容を整理したものが，表１か

ら表３である。活動回数は，毎月１回で，参

加人数は，発達障害のある児童１名と保護者

１名で１組とすると，平均６組で12名程度，

活動時間は１時間から１時間半，活動場所は，

本学北方圏生涯スポーツ研究センター（スポ

ル）６階の大会議室であった。運営および活

動の方針として，指導教員である第二著者は，

保護者との連絡調整や相談に徹し，ゼミ生た

ちは，主体的に支援活動の役割を担うように

指導された。

　本学生涯スポーツ学部スポーツ教育学科で

は，３年生から本格的に指導教員のもとでゼ
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ある子に対する支援の一方策～ムーブメント

教育を活用して～（松田・佐藤2013）」と「障

がいのある子どもの放課後支援について（米

村・佐藤2013）」，2013年度では，「自閉症ス

ペクトラム児におけるソーシャルスキル向上

のための一方策について（谷・佐藤2014）」

と「DCD児微細運動の向上を図るための一

方策（藤岡・佐藤2014）」であった。

　本活動に関連する卒業論文は，2013年度ま

ミ活動を開始するが，この発達障害児支援活

動は，開始当初から４年生が主体となって活

動を担い，３年生も４年生のもとで，支援活

動に参加した。

　また，発達障害児支援活動の２年目をむか

えて，この活動そのものを研究対象にする学

生が出現した。それは，４年生による卒業論

文として発表され，それらのタイトルは，ま

ず2012年度において「発達性協調運動障害の

表１　2011年度　第二著者ゼミ発達障害児支援活動

2011
年度 時　間 場　所

参加者
内　容児童・

保護者
学生数

（3・4年生）

10月 17：30～
18：30 第二著者研究室 ５名 毎回

約４名から
８名の参加

（実数不明）

会議

12月 16：30～
18：00 北翔大学スポル６階 ８組 ゼミ生によるムーブメント活動

１月 10：00～
12：00 第二著者研究室 ４名 会議

２月 16：30～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ゼミ生によるムーブメント活動

３月 16：30～
18：00 北翔大学スポル６階 ８組 ゼミ生によるムーブメント活動

表２　2012年度　第二著者ゼミ発達障害児支援活動

2012
年度 時　間 場　所

参加者
内　容児童・

保護者
学生数

（3・4年生）

４月 16：30～
18：00 北翔大学スポル６階 ７組 毎回

約４名から
８名の参加

（実数不明）

ゼミ生によるムーブメント活動

７月 17：00～
18：00 北翔大学スポル６階 ８組 ゼミ生によるムーブメント活動

９月 17：00～
18：00 北翔大学スポル１階 ８組 ゼミ生によるムーブメント活動

11月 16：30～
18：00 北翔大学スポル１階 不明

（記録なし） ゼミ生によるムーブメント活動

12月 16：30～
18：00 北翔大学スポル６階 ４組 ゼミ生によるムーブメント活動

２月 17：00～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ゼミ生によるムーブメント活動

３月 17：00～
18：00 北翔大学スポル６階 ７組 ゼミ生によるムーブメント活動
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でに４本あり，その内訳は，発達障害児支援

活動全体を対象にしたものと，「にじのこ」

のメンバーの中から１名ないし２名を対象に

個別支援をテーマにした事例研究等となって

いる。これらの営みにおいて，保護者の理解

と協力がなくては不可能であり，「にじのこ」

の保護者達が，この活動の価値を見出し，発

達障害児支援活動を背後から支えていると考

えられる。

Ⅲ　2014年度当研究室における
発達障害児等支援の概要

１．活動の継承と新しいステージ

（１）新４年ゼミ生による「ムーブメント活動」

　第一著者が本学に赴任するにあたって第二

著者からの引き継ぎ事項に，この研究室を拠

点にした活動が含まれていた。また，「にじ

のこ」代表の第三著者と他の役員との話合い

も2014年４月の段階で実施された。第一著者

自身は，現役の小学校教員時代に会員数が多

い時で30人程度の発達障害児を対象に，彼

らの運動スキル獲得支援を目的としたボラン

ティア団体を立ち上げ，主催者として約10年

程度活動した経験を持つ。したがって，ボラ

ンティア活動におけるさまざまな観点による

メリットとデメリットを認識しており，この

ような活動に関しては理解が可能であったた

め，第二著者からこの支援活動を継承するこ

とに違和感はなかった。むしろ，教員養成系

大学の教員になるにあたって，担当する学生

には，大学の講義や演習形式の学習の他に，

表３　2013年度　第二著者ゼミ発達障害児支援活動

2013
年度 時　間 場　所

参加者
内　容児童・

保護者
学生数

（3・4年生）

４月 17：00～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 毎回

約４名から
８名の参加

（実数不明）

ゼミ生によるムーブメント活動

５月 17：00～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ゼミ生によるムーブメント活動

６月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ゼミ生によるムーブメント活動

７月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ５組 ゼミ生によるムーブメント活動

８月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 不明

（記録なし） ゼミ生によるムーブメント活動

９月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ゼミ生によるムーブメント活動

10月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ５組 ゼミ生によるムーブメント活動

11月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ７組 ゼミ生によるムーブメント活動

12月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 不明

（記録なし） ゼミ生によるムーブメント活動

２月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ５組 ゼミ生によるムーブメント活動

お別れ会
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特別支援教育の対象となる子どもたちと直接

的にかかわることができるフィールドを確保

したいと考えていたため，そのような場が事

前に設定されていたことは幸運であったとい

表４　2014年度　第一著者ゼミ発達障害児支援活動

2014
年度 時　間 場　所

参加者
内　容児童・

保護者
学生数

（3・4年生）

４月

9：15～
10：30 第一著者研究室 ３名 ８名（４年生） 会議：活動方針

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ７組 ７名（４年生） ゼミ生によるムーブメント活動

５月 17：00～
18：00 北翔大学スポル6階 ７組 ４名（４年生） ゼミ生によるムーブメント活動

６月 16：45～
18：00 北翔大学スポル６階 ６組 ５名（４年生） ゼミ生によるムーブメント活動

７月

15：00～
16：30 第一著者研究室 １名 会議

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ３組 ３名（４年生）

１名（３年生） ゼミ生によるムーブメント活動

９月 16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ５組 ５名（４年生）

１名（３年生） ゼミ生によるムーブメント活動

10月

16：45～
18：00

クライミングランド＆
アサヒビール工場見学 ６組 ８名 秋の遠足

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 不明

（記録なし）
４名（４年生）
１名（３年生） ゼミ生によるムーブメント活動

9：50～
13：00 第一著者研究室 ５名 茶話会

11月

9：50～
13：00 第一著者研究室 ６名 ４名（４年生）

１名（３年生） 茶話会

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ７組 ４名（４年生）

３名（３年生） ゼミ生によるムーブメント活動

12月 16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 不明

（記録なし）
１名（４年生）
４名（３年生） ゼミ生によるムーブメント活動

１月

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階

中止
（インフルエンザ

等のため）
ゼミ生によるムーブメント活動

9：50～
13：00 第一著者研究室 ６名 学生１名

（４年生） 茶話会

２月
予定

9：50～
13：00 第一著者研究室 ６名 茶話会

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ゼミ生によるムーブメント活動

３月
予定

9：50～
13：00 第一著者研究室 研究室茶話会

16：45～
18：00 北翔大学スポル6階 ゼミ生によるムーブメント活動

お別れ会
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える。今年度の第一著者ゼミにおける発達障

害児支援活動等は，表４の通りである。

　2014年度の４年生は，彼らが３年生時に積

極的にこの「ムーブメント活動」に参加して

きたようだった。したがって，昨年度の４年

生の「ムーブメント活動」における内容等は

熟知していた。指導教員としては，第二著者

による方針を継承しながら，年度当初に年間

計画を立てるように伝えたのみで，毎回表５

にあるような「ムーブメント活動計画案」に

ついて，メインとなる指導者（学生）が立案

し，そのプログラム終了後は，すぐに反省会

をするというルールをふまえ運営することを

学生たちと共通了解した。

（２）本発達障害児支援活動が直面した課題

　本学生涯スポーツ学部スポーツ教育学科に

所属する４年生で，教職課程の履修において

特別支援学校教員免許（一種）取得を目指す

者は，学内規定によると基礎免許である「中

学校・高等学校教員（保健体健一種）の免許

も同時に取得しなければならない。さらにこ

れら２種類の免許を取得するための必修単位

である「教育実習」の科目も修得しなければ

ならず，本ゼミの４年生全員（９名）が特別

支援学校教員免許取得を目指しながら，忙し

い学業の中で，上記のような発達障害児支援

活動に取り組んでいた。

　２種類の教育実習の科目を履修すること

表５　2014年度　ムーブメント活動計画案

目標：仲間と協力する。ルールを守る。
メイン担当者：○○○

題　材 主な活動 遊　具

・アイスブレイキング ◎学生が間に入り，しっかり筋を伸ばせて
いるか確認する

・もっちん体操
・片足立ち　左右
・マットの上のジャンプ10回
・開いて閉じて　上下左右

・カラーマット

・座った姿勢から立つ（それぞれ各2～3
回と決め，その回数の中でできるかを
見る）

①二人一組で体育座りをして向かい合い，
手とつないで立ち上がり，座る動作をす
る

②二人一組で体育座りをして背中合わせに
し，腕を組んで立ち上がり，座る動作を
する

③②で行ったことにどんどん人数を増やし
ていく

・障害物リレー
　（チーム制で練習と本番を1回ずつ行う

が，人数の関係でチーム制ではなく，
個人で行う場合もある）

・ロープやフラフープでつくった道の上を
歩く⇒ソフトバレーボールで的当てをす
る⇒ロープやフラフープで作った道の上
を歩く⇒マットで転がったりまわったり
する⇒ボールをバトン代わりとしアン
カーがゴールで終わる

◎コースは学生が設置する
◎学生が見本を見せる

・ロープ
・フラフープ
・ソフトバレーボール
・的
・マット

・大縄跳び
　（時間を見て行わない場合もある）

・一列に並び，ひとりずつ縄を飛び越える
・一列に並び，一人10回大縄を跳ぶ
・全員で目標回数を決め，大縄を跳ぶ

大縄

・パラシュート ・パラシュートイからボールを出す
・上下から中に入る
・上下から手を放す

・パラシュート
ボール
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は，通常一つの教育実習履修期間は３週間で

あり，本ゼミの４年生は年間で６週間は学校

教育現場において実習を積み重ねることにな

る。その間，学生たちは教育実習に集中せざ

るを得ない。さらに，スポーツ教育学科内の

教職課程を履修する４年生が，一斉に同じ時

期に教育実習の履修に取り組めることはな

く，教育実習の履修時期は，学生それぞれ異

なる状況にあるようだった。加えて，教職を

めざす４年生は，公立学校の正規の教員を目

指す者がほとんどであるので，教員採用試験

を受験しなければならない。そのための準備

も必要になってくる。

　このように，本ゼミの４年生を取り巻く状

況は，かなり忙しい環境の中で，正規教員と

して登録されるという目標を見失うことな

く，さまざまなことを粛々とこなしていかな

ければならない。これらの状況は，第一著者

が本学に赴任し学内の用務に従事しながら，

学生を指導する中で徐々に把握できた。

　上記にあるような状況下でも，年間計画に

従って各回のメインとなる担当者は，責任を

もってムーブメントのプログラムを立案し，

実践した。しかし，教育実習の影響は大きく，

複数のゼミ生がほぼ同時に教育実習校で履修

しなければならない状況も頻繁にあり，４月

と５月に実施したように，大勢の参加人数を

交えての活動にはならない状況が11月まで続

いた。また，第二著者が指導教員の際は，３

年生も共にこの活動に参加して盛り上げてい

たが，第一著者が引き継いだ際，新３年生に

対しては，４月の段階で「ムーブメント活動」

へは自主的判断で参加するように指導した。

その背景には，第一著者自身が，この活動の

状況をよく把握できないことで，３年生に対

して上手に伝えられなかったことや，赴任し

たばかりでゼミの運営をどのように展開させ

るべきか熟慮しなければならなかったこと等

が考えらえる。３年生を発達障害児支援活動

に関心を向けるには，しばらく時間を要した。

（３）発達障害児支援活動における新たなニーズ

　小学校が夏休みに入る直前に第三著者と共

に，第一著者ゼミを拠点とした今後の発達障

害児支援活動について協議した。この中で第

三著者からは，４年生が可能な範囲で精一杯

活動を実施してくれることに感謝すると同時

に，教育実習が本格的に開始されていく中で，

支援活動に参加するゼミ生の人数が少なくな

り，内容の豊穣性の担保が困難になること，

特定の学生目当てで参加する児童がおり，毎

回学生が不参加であれば彼らの参加動機を維

持できないことが懸念されること，参加児童

の多くが高学年になり，年齢に応じた活動内

容が必要なこと，また保護者も子どもたちが

中学生になる時期をむかえ，子育て上の新た

な悩みを抱えたり，子どもが在籍する小学校

の学級担任を始めとする教員とのかかわりで

困ったりしている等，具体的な課題が提示さ

れた。

　これらをふまえて，第一著者と第三著者と

の協議では，４年生のゼミ生の状況が徐々に

みえるようになってきたので，次年度に向け

た支援活動の取り組みに着手することになっ

た。具体的には，今年度中に，現３年生のゼ

ミ生にこの活動の意義やメリット等を伝え，

参加可能な学生の数を増やしていくことや，

次年度に向けてのゼミの方針を立て発達障害

児支援活動をゼミ活動の一環として位置付け

ることの可能性，さらには次年度の新３年生
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に対するアプローチなど，検討すべき課題を

明確にすることができた。

　また，保護者に対する支援もニーズとして

あることが判明したので，当ゼミにおける発

達障害児支援活動の対象を子どもたちだけに

限定せず，保護者も対象とすることにした。

このことは，発達障害児支援活動における第

一著者の役割が新たに加わることになり，支

援の内容が拡大されることを意味する。年度

内の適切な時期にゼミ指導者と「にじのこ」

の保護者との懇談会を開始することで，第三

著者と意見が一致した。この懇談会を「研究

室茶話会」と名付け，定期的に実施すること

になった。

Ⅳ　2015年度当研究室における
発達障害児等支援の方向性

１．発達障害児支援活動の再構成

（１）再構成のために必要な問い

　本ゼミにおける発達障害児支援活動は，上

述したように年度の後半になると開始当初の

目的より拡大する方向へと変化した。第二著

者ゼミ時代では，発達障害児の放課後等の過

ごし方に課題があり，その解決を目指すこと

が目的であった。そしてその支援活動の運営

や支援内容と方法等は，主に学生主体で展開

された。

　しかし，これまで述べてきたように，子ど

もたちの中には参加意欲が高まらないこと

や，新しいゼミ担当者が赴任したことによる

デメリットが前景化したこと，教育実習の影

響で４年生が「ムーブメント活動」に参加し

にくい状況になったこと，保護者においても

子どもの加齢による新たな子育て上の悩みが

あること等，さまざまな課題が露呈される中

では，従来のアプローチが機能しなくなって

きたと考えられた。

　そこで，次年度に向けた発達障害児支援活

動を構想する上で，第一著者は，大学教員に

よる発達障害児等への支援活動の報告を調査

した。その結果，本稿の冒頭で取り上げた先

行研究のように学生の教育実践力を向上させ

る目的のものが多かった。これらの先行研究

のように学生の教育実践力の養成を目的の一

つとするならば，指導教員による介入は，こ

れまで以上に必要になる。それでは，指導教

員は上記にあげた諸課題をふまえつつ，発達

障害児支援活動に新たな機能性を持たせるこ

とが可能であろうか。

（２）発達障害児支援活動の条件と目的設定

　米村・佐藤（2013）は，障がいのある子ど

もの放課後支援を考察する中で，本学はそれ

を実践するための条件を満たしていることを

示した。それらは，「特別支援学校教諭養成

のための講座の設置と指導スタッフ」，「特別

支援学校教諭を目指す学生の存在」，「大学の

持つ施設・設備，教具など」というものであ

った。これらの条件とは，発達障害児支援活

動を実施するための環境条件としての位置づ

けが可能であろう。いわば発達障害児支援の

ための物理的人的条件は満たされていると考

えられる。

　しかし，環境条件がどんなに整備されてい

ても，それを上手に機能させなければなんら

価値は生み出されることはないであろう。機

能するとは，方法が有効性を発揮されること

と西條（2005）は述べている。西條（2005）

は，なんらかの方法が有効性を発揮されるた

めの原理である「方法の原理」を提唱し，そ
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れが，さまざまな領域で導入され成果をあげ

ている。「方法の原理」とは，「その都度「状況」

を判断しながら「目的」を実現するための有

効な「方法」を打ち出していく」という考え

方である（西條2005）。これに従えば，本学

における発達障害児支援活動を機能させるに

は，状況を考慮し，明確な目的を定め，それ

を達成させる有効な方法を選択して支援して

いくことになる。

（３）目的の明確化と共有化

　次年度につなげるためにも，発達障害児支

援活動を再構成するには，新たなニーズの発

生や現在の発達障害児支援活動の状況を鑑み

て，明確な目的設定が必要になると思われる。

そこで，上述したように本研究室における発

達支援活動の現況をふまえた上で，この活動

における目的を下記のように設定した。

　まず上述した先行研究にあるように，発達

障害児支援活動に対して学生の教育的実践力

養成の機能を取り入れること，「研究室茶話

会」のような保護者支援を位置付けること，

ゼミの３年生と４年生の共同による支援活動

として位置付けること等が，次年度にむけた

発達障害児支援活動の諸目的になると考えら

れた。

　実際，本稿のような活動を実施していく上

で，この目的設定が曖昧であることや，不明

確であること，さらに共有できないことで何

らかのリスクを生じさせる可能性を指摘する

先行研究が散見される。内田・亀山（2011）

は，所属する大学のオーストラリア海外スク

ールインターンシッププログラムに参加した

教員・保育者志望の学生にアンケート調査を

実施した。その目的は，調査結果から「異文

化理解」にどのような影響を学生に及ぼすの

かを検討することにあった。調査項目の一つ

に，異文化理解教育に関する自由記述欄があ

り，グラウンデッド・セオリー法により記述

内容を分類した結果，回答の割合は他の質問

項目の自由記述の回答に比べると記入が少な

く，「二次的カテゴリーを抽出しようとした

ものの，異文化理解教育に関するものはまと

まりがなく，抽出できなかった」。この背景

には，学生によるアンケート結果から，「回

答内容に曖昧なものが散見されたことから，

異文化理解教育に対する認識自体が薄く，ま

たその目的についての認識も曖昧な様子が伺

われた」と報告した。このことは，学生の「異

文化理解教育」に関する認識の乏しさや目的

の曖昧さが，彼らにそれらの意義の生産を限

定させると考えられる。

　宮本（2011）は，グローバル30（国際化拠

点整備事業）の一大学において，2010年度前

期に「国際理解教育の実践」の全15回の授業

を担当した。その授業の中で，大学生（留学

生と日本人学生）がある高等学校(ユネスコ

協同学校)を訪問し，高校生との交流会をも

ち，その際の活動における意義等について考

察した。結果として大学生と高校生の間に「互

恵的な関係」を十分に築くことができず，「そ

こでは交流内容の充実やテーマの共通理解と

いった点で，今後の課題として残された」と

し，高校生と大学生の「参加意欲を高めるた

めに，目的意識を持って交流会に臨むことが

重要」であると示した。さらに，交流会を企

画するうえで，「交流内容の工夫と目的の明

確化」が「キーワード」になるとした。ここ

でも高校生と大学生との間に，会の目的が共

通理解されず，明確化されていないため，互
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恵的関係を構築できなかったと宮本（2011）

は述べた。

　西條（2012）は，東日本大震災後に立ち上

げた「ふんばろう東日本支援プロジェクト」

という日本最大級のボランティア団体および

プロジェクトの代表として活動し，その発展

過程と仕組みを自身の著書に描いた。その中

で，彼は会の成員間において，「「目的」を共

有することは，活動が目的からブレないため

にも重要になる。これは当たり前のことだが，

実際にそれを徹底できることは稀と言ってい

い」と述べた。西條の著作によると，彼自身

はボランティア活動やそれに類する活動の経

験はなかったという。それでも，大規模なボ

ランティア組織を作り機能させることができ

た背景の一つには，この目的の明確化と共有

化がこの組織にかかわる人々に理解されてい

たからに他ならない。

　このようにある組織の活動が機能するに

は，目的の明確化や共有化等が重要であると

上記の先行研究で示されていると考えられ

る。したがって，本活動においても，学生を

はじめ保護者，指導教員においても，上述し

た次年度の発達障害児支援活動の諸目的の理

解と共有化は，必要になると考えられた。

２．かかわる者たちの自己肯定感

（１）児童と保護者の場合

　第一著者は，本学に赴任する前，約20年間

通級指導教室（言語障害と発達障害）におい

て発達障害等のある子どもたちの支援を担当

してきた。その中で，常に関心をもって観察

してきたことが，子どもたちの自己肯定感の

状態であった。彼らの多くが，学習や対人関

係等に対する自己肯定感の低さを露呈してい

ると保護者から伝えられていた。ここでいう

自己肯定感とは「自らの潜在能力を信じ，よ

いもだめも含めて自分は自分であって大丈夫

という感覚」（細田・田嶌2009）を意味し，

彼らへの支援を積み重ねていくと，いろいろ

な場面で自己肯定感の低さに気づくことがあ

った。特に，在籍校を訪問すると，担当して

いた子どもたちの多くが，通級指導教室で

は活き活きとした表情をみせるようになって

も，教室では沈黙を守り，表情は固く，自信

の無さを態度や言動で示していた。先行研究

においても，発達障害のある児童等に自己肯

定感の低さを指摘するものは多い（松本・山

崎2007，阿部・廣瀬2008，中山・田中2008，

松浦2008，土田2011，古賀2011）。次年度以降，

第一著者による関与が現在よりも深まること

になり，また，「にじのこ」の保護者からは

子どもたちの自己肯定感は，いい状態ではな

いことも伝えられているので，子どもたちの

それを把握していきたいと考えている。

　自己肯定感の課題は，発達障害のある児童

だけではなく，その保護者たちにも通級指導

教室における支援で認められることが多かっ

た。特に母親は，育児の混乱や夫を含めた家

族から理解と協力を得られないこと，あるい

は子どもが在籍する小学校学級担任とのトラ

ブル等が原因で，自己肯定感を低下させてい

たことが多かったように思われる。このよう

な発達障害のある子どもたちの保護者が自己

肯定感を低下させていることは，先行研究に

おいても同様の指摘をするものがある（寺沢

他2013）。実際，本研究室で昨年10月から開

始した「研究室茶話会」の活動も，第一著者

が第三著者との協議の中で感じとった保護者

のニーズに気づいたことが契機であった。
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（２）　学生と指導教員の場合

　学生が主体となった発達支援の様子につい

て，時間の都合がつく時に見学してみると，

児童や保護者とのかかわりにおいて，自信を

もってかかわっている学生もいれば，そうで

ない学生もおり，さまざまな姿を確かめるこ

とができた。その際，学生を指導する側にと

って，学生たちの自己肯定感への関心が向い

た。発達支援を実践している学生は，未知の

領域にチャレンジしており，その中で喜んだ

り嬉しかったりすることもあれば，そうでな

いことも想定される。発達支援の活動におい

て，学生たちの自己肯定感の状態を把握して

おくことは，この活動を上手に機能させるた

めにも必要な事項であると考えるようになっ

た。

　一方で，かくいう第一著者も，発達支援活

動に対して自己肯定感を低下させずにかかわ

っていたかというと，その確信はない。なぜ

なら，通級指導教室担当者として発達支援に

携わっていた時と現在では，自身の立ち位置

が異なるためであり，児童への発達支援，保

護者への育児支援さらに学生の指導等のさま

ざまな観点からこの活動を支えていかなけれ

ばならない。第一著者にとっても学生同様未

知の領域にチャレンジしている時期であると

理解した。このことについて，先行研究を調

査してみると，上述したように支援される側

に関する自己肯定感の低下を指摘するものは

多くあっても，発達支援する側の自己肯定感

に言及した文献は，見当たらなかった。

（３）　なぜ自己肯定感なのか

　発達支援活動において，支援する側と支援

される側の構図では，支援のベクトルが一方

向に偏ってしまい，機能の有効性が限定され

たものになってしまう可能性が考えられる。

しかし，自己肯定感という観点から改めて本

研究室の発達支援活動を検討してみると，児

童，保護者，学生，そして指導教員それぞれが，

自己肯定感の安定を維持できていないことが

想定された。このことは，発達支援活動にか

かわる者たちの現況の一側面を表していると

も考えられ，「方法の原理」における「状況」

に該当する。そして，現状況の一側面が新た

に加わったことで，「方法の原理」に従えば，

上述した次年度の支援活動の諸目的を実現す

るための有効な方法を，さらに適切に選択す

ることが可能となる。

　例えば，学生はムーブメント活動を担当し，

指導教員は「研究室茶話会」担当というよう

な従来からの役割分担ではなく，子どもの実

態とニーズに合わせてムーブメント活動では

ない支援内容を指導教員が主担当で実施する

ことや，「研究室茶話会」に学生を数人交え

て保護者，学生，指導教員の３者で実施する

こと，学外の活動でレクレーションを実施す

る場合は，保護者が主担当となりながら，児

童，保護者，学生そして指導教員の４者で実

施することも考えられるであろう。

　このような方法を取り入れることで，かか

わる者たちが，互いにそれぞれの場でコミュ

ニケーション可能な状況を作り出し積み重ね

ることで，各自の安心と信頼関係を構築し，

自己肯定感を向上させる契機になり，それが

結果として支援活動の多機能性につながり，

機能性を向上させることになると想定され

る。自己肯定感の観点を支援活動に導入する

ことは，発達支援する側とされる側という枠

組みを外し，発達支援の活動内容そのものを
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柔軟に組み換え，かかわる者たち全員の自己

肯定感の向上めざすという考えにシフトする

ことが可能であると考えられる。

Ⅴ　おわりに

　第二著者から引き継いだ発達障害児等の支

援活動は，2014年度から従来の支援活動を継

承させながらも，子どもたちと保護者，学生

そして指導教員の新たなニーズが明らかにな

った。そのことをふまえつつ，「方法の原理」

を認識論にして，自己肯定感の観点から発達

支援活動の状況について考察し，次年度向け

た取組みについて実現可能な発達支援活動を

構想した。次年度においては，この場で構想

したことを，具体的にどのように実現したか

等，検証していきたいと考えている。
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